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こどもの居場所事業（児童育成支援拠点事業）調査研究報告書 

 

１. 背景・目的                           

 早稲田大学社会的養育研究所では，日本国内において国や児童相談所を設置する都

道府県等の自治体，民間機関が協働して家庭養育を推進し，子どもの最善の利益に資

する社会的養育システムの構築に向けて，調査研究の実施や，実際のさまざまなニー

ズに応じた情報提供，プログラムの開発・導入に取り組んでいる。2024 年度より本研

究所内に新設された「こどもの居場所に関する研究プロジェクト」では，「児童育成

支援拠点事業の対象者とされるこどもの居場所」に焦点を当て，先駆的な取り組みを

実施している機関への視察及びヒアリング等を実施した上で，研究課題を同定し，本

領域における調査研究を実施することを目的としている。 

児童福祉法等の一部を改正する法律（令和 4年法律第 66 号）において新設された

「児童育成支援拠点事業」は，養育環境等に課題（虐待リスク，不登校等）を抱えた

主に学齢期の子どもを対象に，児童の居場所となる拠点を開設し，児童に生活の場を

与えるとともに，児童や保護者への相談等を行う事業である。令和 6年 3月には，こ

ども家庭庁から「児童育成支援拠点事業ガイドライン」が発出され，令和 6年 4月の

児童福祉法改正法施行により，市町村における実施の努力義務1が課されている。「児

童育成支援拠点事業ガイドライン」によると，事業に含まれる支援内容として，7つ

の〈包括的に実施する内容〉と 1つの〈地域の実情等に応じて実施する内容事項〉が

挙げられており，ハイリスク家庭の子どもに対する広範囲にわたる支援が期待されて

いることが分かる。 

しかしながら，2024 年 9月のこども家庭庁による調査（児童育成支援拠点事業の実

施見込状況）（こども家庭庁，2024a）では，本事業を実施・実施見込みの自治体は

4.9％にとどまっている。本事業は，支援ニーズのある子ども・家庭に対象を絞った事

業であるがゆえ，実施が可能となれば確実に成果が見込まれる事業であると考えられ

る一方で，先駆的事例によれば，事業実施にあたり自治体と民間の協働が求められる

ことが示されており（日本財団 HP，2024），官民協働の姿勢が問われる事業であると

も言える。 

 
1 努力義務については，児童福祉法第 21条の 9 が根拠である。条文は以下の通り。

「第二十一条の九 市町村は，児童の健全な育成に資するため，その区域内において，

放課後児童健全育成事業，子育て短期支援事業，乳児家庭全戸訪問事業，養育支援訪

問事業，地域子育て支援拠点事業，一時預かり事業，病児保育事業，子育て援助活動

支援事業，子育て世帯訪問支援事業，児童育成支援拠点事業，親子関係形成支援事業

及び妊婦等包括相談支援事業並びに次に掲げる事業であつて主務省令で定めるもの

（以下「子育て支援事業」という。）が着実に実施されるよう，必要な措置の実施に努

めなければならない。」 
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したがって，本プロジェクトでは，自治体及び事業実施が想定されている機関・団体

に対し，児童育成支援拠点事業の実態調査を行うことを目的とする。 

 

２．実施内容                              

(１) 研究倫理審査受審 

本研究実施前に，早稲⽥⼤学「⼈を対象とする研究に関する倫理審査委員会」の審査
を経て，2024 年 11 ⽉ 19 ⽇に，早稲⽥⼤学総⻑より研究実施承認を得た（承認番号：
2024-409 研究名：「児童育成⽀援拠点事業」実施に関する実態調査）。 
(２) 研究 1 文献研究 

研究１の成果は，別稿にて報告予定である。 
(３) 研究２ 自治体・事業者に対する半構造化インタビュー調査の実施 

※本報告書内「４．調査研究」では，研究２で実施したインタビュー調査結果について，

詳細を報告する。 

 

３．調査研究の実施体制                         
本調査は，以下のプロジェクトメンバーにより実施された。氏名前の◯は，本報告

書の責任著者を示す。所属は，2025 年 8 月現在のものである。 

 

【調査研究実施主体：早稲田大学社会的養育研究所】  

上鹿渡和宏 早稲田大学社会的養育研究所 所長 

◯那須里絵  早稲田大学社会的養育研究所 次席研究員 

木村能成  早稲田大学人間科学学術院人間総合研究センター 次席研究員 

柘植佳子  早稲田大学社会的養育研究所 研究補助者 

吉田智恵実 早稲田大学社会的養育研究所 研究補助者 

 

４．調査研究                              

(１) 問題と目的 

本研究では，児童育成支援拠点事業について，自治体，および，児童育成支援拠点

事業を実施している事業者（以下，事業者と記載）に対し，実態調査を行うことを目

的とする。 

また，類似事業として，日本財団の「子ども第三の居場所」事業に着目し，本事業

の助成を受けた団体を対象に，日本財団の「子ども第三の居場所」事業から児童育成

支援拠点事業への移管の実態についても調査を実施する。 

本調査により，児童育成支援拠点事業の実施の実態や，日本財団の「子ども第三の

居場所」事業から児童育成支援拠点事業への移管状況について明らかにすることを目

的とする。 
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(２) 方法 

・調査協力者 

自治体の総人口，児童育成支援拠点事業の実施の有無，日本財団の助成の有無によ

り選定した 8自治体・16 事業者を対象にインタビューを実施した（表 1）。事業者に

ついては，日本財団の「子ども第三の居場所」事業助成を受けている・もしくは過去

に助成を受けていた団体を中心に選定したが，一部，助成を受けていない団体につい

ても調査対象とした。調査の際は，本事業に最も詳しい担当者（例：自治体の場合

は，子ども・家庭支援に関する担当課職員等，事業者の場合は，事業担当の責任者

等）にインタビューを依頼した。 

表 1. 8 自治体・16 事業者一覧 

ID 事業実施 日本財団助成 自治体総人口 

自治体 1-A あり なし 20 万以上（100 万未満） 

自治体 2-B なし なし 20 万以上（100 万以上） 

自治体 2-C なし なし 10 万未満 

自治体 3-D あり あり 20 万以上（100 万以上） 

自治体 3-E あり あり 10 万未満 

自治体 4-F なし あり 20 万以上（100 万未満） 

自治体 4-G なし あり 10 万以上 20 万未満 

自治体 4-H なし あり 10 万以上 20 万未満 

事業者 1-A あり あり 10 万未満 

事業者 2-B あり あり 10 万以上 20 万未満 

事業者 2-C あり あり 10 万以上 20 万未満 

事業者 3-D なし あり 10 万未満 

事業者 4-E なし あり 10 万以上 20 万未満 

事業者 4-F なし あり 10 万以上 20 万未満 

事業者 4-G なし あり 10 万以上 20 万未満 

事業者 5-H なし あり 20 万以上（100 万未満） 

事業者 5-I なし あり 20 万以上（100 万以上） 

事業者 6-J あり なし 10 万以上 20 万未満 

事業者 6-K あり なし 10 万未満 

事業者 6-L あり なし 20 万以上（100 万以上） 

事業者 6-M あり なし 10 万未満 

事業者 7-N なし なし 10 万未満 

事業者 7-O なし なし 20 万以上（100 万未満） 

事業者 8-P なし なし 10 万未満 
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・調査手順 

 本研究の調査期間は，2025 年 1月〜3月までであった。調査協力者に対して半構造

化インタビューを実施した。インタビュー項目については，表 2 に示した通りであ

る。調査協力者の希望により，自治体 4-Gと事業者 4-Gは共同インタビューを実施

し，自治体 4-Hについては紙面での調査を実施した。 

 

表 2. インタビュー項目 

【自治体】 【事業者】 

1. 自治体に関する基礎情報（人口や面

積等） 

2. 児童育成支援拠点事業を実施（予

定）がありますか。 

→「あり」の場合，事業規模（委託金

額），配置職員数（常勤・非常勤）とそ

の資格，開所日数・時間，送迎の有無，

保護者への具体的な関わり，学校との具

体的な連携，職員の研修やスーパーバイ

ズ等，具体的に内容。 

「なし」の場合，実施（予定）がない要

因として考えられること。 

3. 児童育成支援拠点事業実施による自

治体としてのメリットは何ですか。 

4. 児童育成支援拠点事業実施による自

治体としてのデメリットは何ですか。 

5. その他，追加の意見があればお聞か

せください。 

1. 団体に関する基礎情報（現在の実施

事業，設立年，職員数，土地面積等） 

2. 児童育成支援拠点事業を実施（予

定）がありますか。 

→「あり」の場合，事業規模（委託金

額），配置職員数（常勤・非常勤）とそ

の資格，開所日数・時間，送迎の有無，

保護者への具体的な関わり，学校との具

体的な連携，職員の研修やスーパーバイ

ズ等，具体的に内容。 

「なし」の場合，実施（予定）がない要

因として考えられること。 

3. 児童育成支援拠点事業実施による団

体としてのメリットは何ですか。 

4. 児童育成支援拠点事業実施による団

体としてのデメリットは何ですか。 

5. その他，追加の意見があればお聞か

せください。 

 

・分析方法 

調査協力者を，事業実施の有無，日本財団助成の有無によってパターン分けし（図

1），パターン別に自治体・事業者ごとの分析を行った。 
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図 1. 対象者のパターン 

 

今回の調査においては，①児童育成支援拠点事業の実施状況，②日本財団助成によ

る「第三の居場所」事業から児童育成支援拠点事業への移管状況，の検討を主な目的

としたため，日本財団助成を受けておらず，児童育成支援拠点事業を実施していない

パターン４については，結果は参考にとどめ，分析の対象外とした。 

録音・録画した音声ファイルを逐語録に文字化した。分析に際しては，グラウンデ

ッド・セオリー・アプローチ（GTA）（Glaser and Strauss, 1967=1996）を参照2し，

具体的手順については，能智（2011）を参照した。データの分析の際は，質的研究ソ

フト MAXQDA24 を用いた。 

分析手順として，文字化したデータを繰り返し読み，①オープン・コーディングを

行い，②データに付与されたコードをもとに，内容的な類似性や関連性に基づいてデ

ータをいくつかのまとまりに分け，カテゴリーを構成した。③カテゴリーごとに共通

する属性があるかを検討した。④カテゴリーごとの結びつきに着目し，コアカテゴリ

ーを構成した。①〜④の作業は，繰り返し検討された。分析の結果抽出されたコー

ド，カテゴリー，コアカテゴリーをパターンごとに示した。コードは《》，カテゴリ

ーは【】，コアカテゴリーは｛｝，語りは「」で示した。 

 

 
2 今回の分析の主目的は実態把握であったため，語りのコーディング，カテゴリー

化のみを行なっており，理論生成には至っていない。 

 

⽇本財団助成あり ⽇本財団助成なし

事業実施なし

事業実施あり

自治体3-D
自治体3-E  
事業者1-A
事業者2-B 
事業者2-C 

自治体4-F 
自治体4-G 
自治体4-H 
事業者3-D 
事業者4-E 
事業者4-F 
事業者4-G 
事業者5-H 
事業者5-I  

自治体1-A 
事業者6-J 
事業者6-K 
事業者6-L 
事業者6-M  

自治体2-B
自治体2-C  
事業者7-N 

事業者7-O 
事業者8-P  

パターン１ パターン２

パターン３ パターン４
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(３) 倫理的配慮 

本研究は，早稲田大学人を対象とする研究に関する倫理審査委員会の承認を得て実

施された（承認番号：2024-409）。調査協力者には，研究依頼書に基づき本研究の趣

旨について説明し，同意書にサインをいただき，調査協力と成果公表に関する同意を

得た。データは，インタビュイーの所属する自治体名，事業者名，インタビュイーの

氏名，性別，年齢等が特定できないよう記号化し，プライバシー保護に配慮した。事

業所の設立年，自治体独自の事業名など，自治体や事業者，個人を特定する可能性の

ある箇所については＊＊＊で示し，カッコ書きでその内容を示した（例：「＊＊＊

（自治体名）」など）。インタビュイーの方言については，地域を特定する恐れがあ

るため，標準語に変換した。 

 

(４) 結果 

1.パターン１（日本財団助成あり，事業実施あり） 

・パターン１の自治体の語り 

パターン１の自治体の語りからは，8のコアカテゴリー，18のカテゴリー，72 のコ

ードが抽出された（表 3）。 
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｛自治体の認識｝では，【自治体の現状】として，自治体内の事業所における日本財

団の第三の居場所事業の開始時には，具体的な事業の財源確保までは見通せていなか

ったことが語られた。また，事業に関しては自治体内での「査定が厳しく」自治体担

当者が希望する拠点数を開設できないという語りもあった。【自治体として重視して

いること】としては，居場所づくりや在宅支援の取り組みの強化のほか，「施設の空

きスペースの活用や，職員さんのマンパワーの活用を考えたところでは，この育成支

援拠点事業も一つ有用なのかなと。」という語りに見られるように，児童養護施設の

多機能化・高機能化として，本事業の活用を検討している自治体も見受けられた。 

｛事業運営｝に関しては，自治体は事業者に《送迎の実施》や《学力保障への支

援》，《要対協の家庭への対応》を求めており，《国のガイドラインに沿っての運

営》を依頼していた【事業者に依頼したこと】。一方，自治体内では，家庭支援事業
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の担当課や子育て支援の担当課が事業を担当しており，複数の担当課との連絡・調整

のために，他課との連携係を配置している自治体もあった【事業の担当に関するこ

と】。 

｛対象者｝に関しては，「学校までたどり着けない子ども」という語りに見られるよ

うに，《他の事業では支援が届かない子ども》を事業の対象としていた。また，自治

体は，ネグレクト傾向のある家庭や，要対協や学校等から相談を受けた家庭を事業の

対象として認識しており《ネグレクト傾向のある家庭の利用を想定》《要対協や学校

等から相談を受けた家庭への支援が中心》，支援対象となる家庭については，自治体

が判断していた《利用家庭は自治体が判断》。 

｛広報｝に関しては，スティグマの問題を懸念し，事業に関する広報に慎重であると

いう語りが多かった。ホームページでの広報はしておらず，広報については課題もあ

り，事業が必要な家庭に届いているのかという課題感が語られた【広報をめぐる課

題】。一方で，自治体内で共有する資料として，自治体の担当者が利用者への説明の

際に使用できる資料を配布する，という語りも見られた《担当者が利用者への説明に

使える資料を配布》。 

｛事業実施｝に関しては，事業について，事業者と自治体でのモニタリングを実施し

ていた。また，【予算獲得のための努力】として，予算査定において，事業の必要性

を理解してもらうために，事業の効果や事業継続の必要性について，自治体担当者か

ら自治体職員全体に具体的に伝えられていた《早期の子ども・家庭への支援が重要で

あることを強調した》《ひきこもりの子どもが社会に出ていく接点を作るという視点

を強調した》《自治体の移管なしでの居場所継続は困難であるという点を主張し

た》。さらに，事業効果として子どもの変化を具体的に示すために《事業者に子ども

の成長を記録してもらう》など，事業者への協力を求めていた。【事業によるデメリ

ット】としては，財源確保に苦労すること，拠点数が限られており支援できるエリア

が限られること，などが挙げられ，【事業によるメリット】としては，通所型で子ど

もだけで利用できること，保護者に紹介しやすく，レスパイトにもなること，といっ

た支援の受け入れられやすさのほか，食事や入浴の支援が可能，居場所で（教育とは

異なる）家族のような体験ができる，社会との接点をもてない子どもへの支援ができ

る，などが挙げられた。 

｛学校連携｝に関しては，【学校連携に関する基本的考え】として，自治体は《事業

者から学校へのフィードバックが必要》と考えているが，事業実施に関しては地域差

が大きいため，現時点では《事業者が個別具体に学校と連携していく》ことが適当で

あると考えていた。【学校連携の現状】としては，事業者から学校に連絡するほか，

自治体から学校管理職（学校長）に，事業について説明し，事業者との連携を依頼す

ることもあった《事業について自治体から学校管理職に説明する》。 
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｛事業者連携｝に関しては，自治体が事業者と連携する際の視点が語られており，連

携にあたっては《事業者の考えを尊重する》こと，【事業者連携の現状】としては，

自治体担当 SW（ソーシャルワーカー）により情報共有が行われ，必要に応じた役割分

担が行われていた。 

｛事業における今後の課題｝に関しては，【国への要望】として，自治体の負担額の

減額，事業の継続，事業効果の共有が挙げられた。一方，【事業内容に関する課題】

としては，送迎に関する課題（利用人数によっては送迎の負担が増える，送迎者の人

数の調整，送迎時の情報共有のあり方）や，連携に関する課題《学校連携に自治体が

どう介入するか》，事業終了のタイミングの見極め，事業者の専門性の確保，が挙げ

られた。 

 

・パターン１の事業者の語り 

パターン１の事業者の語りからは，11 のコアカテゴリー，31 のカテゴリー，100 の

コードが抽出された(表 4)。 
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｛送迎｝は，すべての事業者が実施しており，送迎の時間は送迎に出ている職員だけ

でなく，送迎に出ていない職員にも業務の負担が生じていた【職員への負担】。ま

た，事業者は，送迎先の学校に対し送迎時間や顔合わせに関する配慮をしつつ送迎を

行っていた【関係機関への配慮】。このような送迎に関する負担を減らすために，送

迎専用の非常勤職員の雇用や，保護者から同意書を取ること，日本財団助成金で購入

した送迎用の車を活用すること，送迎の対象を児童育成支援拠点事業対象児童に絞る

こと，といった工夫を行っていた【負担を減らすための工夫】。 

｛建物(居場所)づくり｝は，すべての事業者が日本財団の助成金を活用し建物・土地

の準備を行なっていた。建物・土地を準備する際には他の居場所の視察を行った事業

者も見受けられた【建物・土地の準備】。また，子どもが安心できる居場所を作るた

めに，目的に応じて複数の部屋を使い分け，子ども同士の交流が生まれやすい工夫を

していた。入浴支援については，必要な子ども・家庭のみに実施していた【安心でき

る居場所を作る工夫】。 

｛食事｝は，すべての事業者で提供していた。パーティなどの楽しみとしての食事

【行事としての食事の工夫】に加え，四季を取り入れた献立や，地域からの寄付の活

用など，日常の食事においてもさまざまな工夫を行なっていた【日常の食事の工

夫】。 

｛対象者｝は，児童育成支援拠点事業については，ネグレクト等で育児に苦戦してい

る家庭や，ひとり親家庭を対象としていた【対象となる親や家庭】。事業を利用して

いる子どもの多くは不登校で，小学生であり，診断を受けて放課後等デイサービスや

特別支援教育など他の支援サービスを利用していることもあった。事業者によって

は，不登校の子どもであっても，子どもとの待ち合わせ場所を学校にすることで短時

間でも登校する機会を作る工夫をしていた【対象となる子ども】。 
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｛保護者とのかかわり｝は，居場所利用前の【見学の実施】や利用後の【面接の実

施】に加え，保護者が参加しやすい【イベントの実施】も行われていた。イベントの

具体例としては，こども食堂などが挙げられた。また，【送迎時の関わり】を重視し

ている事業者も多く，「本当に立ち話程度になりますけども，必ずちょっとお話をさ

せていただく」という語りに見られるように，送迎の時間を保護者との日常的な情報

共有の場として活用していた。そのほか，【保護者への支援に関する工夫】として，

連絡手段として LINEを活用すること，支援の際には《少しずつ関係性を構築してい

く》ことや《保護者の役割を「取り上げない」こと》で保護者の持つ力をエンパワメ

ントしていた。 

｛広報｝は，すべての事業者が行なっていたが，インスタグラム等の SNSやホームペ

ージ等の【インターネットを活用した広報】については，実施状況に差があった。

「公開すると SNSで攻撃される恐れがある」という語りに見られるように，居場所事

業に対するスティグマの課題があり，広報を制限している事業者もあった。一方で，

SNSで情報発信している場合には，「恐らくそれを見て（居場所に）行ってみようか

なって思われたところが一番多い」という語りに見られるように，利用者にとっては

居場所の活動内容を知る際の重要な情報源となっていた。そのほか，【口コミを活用

した広報】として，保護者同士，関係機関の職員からの口コミを通して事業につなが

る保護者もいた。 

｛学習・体験｝はすべての事業者がその機会を提供していた。学習の際には子どもへ

の個別対応が必要になることが多く，計画を立てることの習慣づけや体験を通した学

びの提案など，子どもが学習に取り組めるようにする【学習方法を工夫する】努力が

されていた。また，学校の宿題だけでなく，検定試験やプログラミングの勉強の機会

の提供【学習の機会の提供】や，タブレットの活用【ICTの活用】，謎解きや調理な

どの【体験の機会の提供】が行われていた。 

｛行政移管｝は，３年間の日本財団助成後も自治体事業として居場所を継続していく

ために，日本財団事業の開始時から自治体に相談する，こども家庭庁から児童育成支

援拠点事業について話を聞く，など，事業開始後早期の段階から事業継続に向けた取

り組みがなされていた。行政移管については事業者と自治体との綿密な話し合いが必

要であり，「そこはやっぱり人ありきだなって思う，制度ありきじゃなくて」「二人

三脚で担当課と事業の獲得というか，＊＊＊（地名）が実施できるようなところで頑

張った」という語りに見られるように，国の制度のみでは不十分であり，自治体と事

業者が共に力を合わせて移管に向け努力する必要があった。事業予算については，

《自治体内での予算獲得に苦労する》ため，《複数の担当課と話をし理解者を増や

す》ことや《予算申請にあたり必要なデータを提示する》といった工夫が行われてい

た。 
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日本財団事業から行政移管したことで生じたメリットについては，《資金面が安

定》することが挙げられた。加えて，自治体の事業となることで，教育現場や行政機

関と連携しやすくなるといった，外部連携におけるメリットも挙げられた。一方，デ

メリットとしては，日本財団事業に比べ予算が減るが業務量は変わらないこと，体験

活動が行えないこと，ポピュレーションの居場所3の実施が難しいこと，事業対象とな

る子どもが限られること，などが挙げられ，行政移管後の事業は《日本財団の居場所

に比べ自由度が低い》傾向にあった。また，日本財団事業においてポピュレーション

の居場所を実施していた場合には，行政移管後は支援対象外になる子どもの居場所に

ついては独自事業として継続していた。 

｛学校連携｝は，すべての事業者が行なっていた。事業者は，学校とのつながりが希

薄である家庭や保護者に対して，学校の提出物について連絡する，といった学校と保

護者の「橋渡し的」役割を担っていた《学校の提出物について保護者に伝える》《学

校と家庭の橋渡し的活動をする》。また，「橋渡し的」役割だけでなく，《学校から

虐待疑いの相談を受ける》《ケース会議に参加する》など，学校の相談先・連携先と

しても重要な役割を担っていた【学校と連携する努力】。一方で，学校連携は学校管

理職の方針・理解の程度に左右され，管理職の異動などにより方針が変わりやすく，

学校により連携の程度に差が見られていた【学校との連携に苦戦】。 

｛地域連携｝は，すべての事業者が行なっていた。地域活動として，こども食堂を開

催し，自治体との連携が難しい場合の支援の入り口や居場所卒業後の受け入れ口とし

て活用している団体もあった《自治体連携の難しさからこども食堂を始める》《こど

も食堂は居場所卒業後も利用可能》。また，保護者を対象とした地域のイベントを実

施することで，保護者同士が繋がりを作る場も提供していた《保護者同士が繋がれる

イベントの実施》。一方，自治体との連携については，自治体の担当課からリファー

されるケースが少ないこと，福祉課からのリファーがないことなどの課題が挙げられ

【自治体からのリファーの少なさ】，自治体側のコーディネーターを配置することの

必要性が語られた《自治体側のコーディネーターの必要性を感じる》。 

｛事業における今後の課題｝としては，保護者・子どもへの対応の際の【支援におけ

るバウンダリーの意識】，社会への理解を求める【社会の理解を得る】，中高生以上

の居場所の充実【年齢を分けた居場所を作る】が挙げられていた。なかでも，支援に

おけるバウンダリーの意識に関しては，「ここは譲るけどここは守ってねというよう

な駆け引きが，やっぱり非常に難しい。」という語りに見られるように，支援をする

ことで保護者の本来の養育能力や役割を奪ってしまう場合があること，保護者が子ど

もが抱える課題（障害など）に眼を向けられなくなり，根本的な課題解決が難しくな

る場合があること，といった支援における難しさが語られていた。 

 
3 全てのこども・若者を対象とする居場所のこと。 
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2.パターン２（日本財団助成なし，事業実施あり） 

・パターン２の自治体の語り 

パターン２の自治体の語りからは，8のコアカテゴリー，12 のカテゴリー，29 のコ

ードが抽出された(表 5)。 
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｛自治体の認識｝については，【自治体の現状】として，大都市に挟まれたベッドタ

ウンで人口減少傾向にあることが語られた。 

｛事業運営｝については，社会福祉協議会が事業を担当しており，協議会が民間団体

の居場所として機能しており，その繋がりをいかした事業づくりが行われていた。 

｛対象者｝については，不登校や昼夜逆転の生活をしている子ども，きょうだい，要

対協や SSWにつながっているこども，ネグレクトの家庭やひとり親家庭が対象となっ

ており【対象となる子ども】【対象となる親や家庭】，利用家庭・子どもについて

は，自治体のカンファレンスで検討し決定していた。 

｛広報｝については，スティグマの問題があり事業を広報しづらいこと，「広く伝え

て，支援があるよというのは知ってもらわなくちゃいけないけど，知ってくれた人が

自由に，自分の周りにいる，利用してもらいたい子を，こっちに『はい』ってつなげ

に来るというようなことをされても，ある意味困ってしまうというか。」という語り

に見られるように，必要な対象に情報を届けたいという思いと，利用できる対象が限

られるというジレンマのために，広報のバランスに苦慮していることが語られた。 

｛事業実施｝については，支援対象者が限られるという【事業実施によるデメリッ

ト】がある一方で，子どもが登校できるようになった，自分のことを語れるようにな

った，子どもが家の外に目を向けられるようになった，訪問支援では感じられない効

果が生じた，といった具体的な【事業実施のメリット】が語られた。 
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｛学校連携｝については，自治体から校長会で事業について紹介しており，情報共有

の際には SSWを活用していた。 

｛事業者連携｝については，社会福祉協議会との連携であるため，自治体として《事

業を通して対象児童の抱える課題への社会的関心を高めること》を意識しており，社

会や市民に対しての課題発信も目指していることが語られた。また，【事業者連携の

現状】としては，事業者が子どもを支援しながら子どものニーズを掴み，必要な支援

を実施している他団体への繋ぎを行なっていた。 

｛事業における今後の課題｝については，【国への要望】として，送迎支援の補助メ

ニューの充実，が挙げられた。一方，【事業内容に関する課題】としては，送迎に関

する課題（送迎実施基準の明確化）や事業終了のタイミングの見極め，経済的困難や

養育に課題を抱えた家庭を支援する民間団体の不足，が挙げられた。 

 

・パターン２の事業者の語り 

パターン２の事業者の語りからは，12 のコアカテゴリー，31 のカテゴリー，168の

コードが抽出された(表 6)。 
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｛送迎｝は，すべての事業者が実施していた。送迎には一定の専門性が必要であるこ

と，時間的余裕がなく保護者と関われないこと，2名体制で送迎を実施する場合には

居場所の職員が不足すること，といった職員への負担が生じていた【職員への負

担】。また，送迎に時間がかかりすぎることで，子どもが居場所にいられる時間が少

なくなるという現象が生じていた【子どもにとってのデメリット】。このような送迎

に関する負担を減らすために，家庭の要望に合わせて送迎を実施する，初めて参加す

る子どもがいる時のみ２名体制での送迎を実施する，といった工夫がなされていた

【負担を減らすための工夫】。 

｛建物（居場所）づくり｝は，建物・土地を準備する際に，地域住民や地主の理解を

得る，といった近隣住民への配慮が見られた。ほか，建物としては，児童家庭支援セ

ンター近くの民家を活用する，新たに建物を建てる際には設計士や職員とともに間取

りを考える，といった工夫がされていた【建物・土地の準備】。また，子どもが安心

できる居場所を作るために，目的に応じて複数の部屋を使い分ける，子どもに喜んで

もらえるよう皆で遊べるゲームやぬいぐるみを用意する，といった工夫がされてい

た。また，「どんなにつらそうだろうが，リストカットしてようが，OD(オーバードー

ズ)しようが関係なく，そこ（居場所）にいるとみんな普通になれるっていうことが絶

対条件だと思っているので，駄目なものは駄目って言わなきゃいけない。」という語
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りに見られるように，子どもが抱える背景はさまざまであるが，居場所にいる皆が安

心できる場となるよう配慮されていた【安心できる居場所を作る工夫】。 

｛食事｝は，すべての事業者で提供していた。【日常の食事の工夫】として，子ども

が安心して食べられるように，子どもと関わりのある居場所のソーシャルワーカーが

一緒に食事をする，子どもが見たことのあるメニューにする，特性を持つ子どもの食

事をサポートする，といった工夫がなされていた《温かい食事を安心できる人と一緒

に食べる》《見た目で安心できる食事を提供する》《特性を持つ子どもの食事をサポ

ートする》。また，事業者によっては，朝食の提供や長期休みの際の昼食の提供を行

っていた《朝食を提供したのち学校に送る》《長期休みの際は昼食を提供》。さら

に，児童養護施設に併設している事業者については，《児童養護施設の夕食を提供》

していた。 

｛対象者｝は，児童育成支援拠点事業については生活保護を受給している家庭やひと

り親家庭，要対協の家庭を対象としており，精神疾患を抱えているが，医療などの必

要な支援につながっていない保護者も対象とされていた【対象となる親や家庭】。事

業を利用している子どもの多くは不登校で，小学生であり，ヤングケアラー，昼夜逆

転の生活をしている，学習の遅れが目立つ，などの特徴が挙げられた。また，一時保

護から家庭に戻ったケースも対象とされていた【対象となる子ども】。 

｛保護者とのかかわり｝は，居場所利用前の【見学の実施】で子どもと保護者，関係

者に居場所を見学してもらうとともに，事業者から利用上のルールを説明していた。

また，見学だけでなく利用前に家庭訪問を実施し，自宅の状況を確認しながら困り事

を聞く事業者もいた。利用開始後の【面接の実施】では，子どもだけでなく保護者を

支え，保護者が自分自身の抱える課題に取り組めるよう介入することで，結果的に子

どもの自立が促される，といった効果も語られた。さらに，【送迎時の関わり】を重

視している事業者も多く，送迎の時間を保護者との日常的な情報共有の場として活用

していた。しかしながら，精神疾患などにより《送迎時に出てきてくれない保護者も

多い》ことから，保護者からの事前の申請により，送迎時の対面での引き渡しを必須

としないなど，送迎時の情報共有については保護者の状態に合わせ柔軟に対応してい

た《保護者の申請により送迎時の引き渡しを柔軟に対応》。そのほか，【保護者への

支援に関する工夫】として，支援前に連絡方法（手段）を確認する，LINEを活用する

といったハード面に関する工夫のほか，学校に批判的な保護者と話をしてつながる，

保護者と子どもの支援を分けて実施する，といったソフト面の工夫もなされていた。

前者については，「（保護者は）まず電話で話すのが嫌な人が多いので，電話に出て

くれないんです。だけど LINEとか，あと SMS，ショートメールとかだと抵抗がない保

護者の人が多い」という語りに見られるように，電話での連絡が難しい保護者が一定

数いることが語られた。 
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｛広報｝は，【積極的な広報の制限】をしている事業者が多く，周知はせず自治体か

らのリファーのみを受けていること，自治体から活動の発信を制限されていることが

語られた。 

｛学習・体験｝はすべての事業者がその機会を提供していた。子どもの理解度や学習

進度にあった支援を重視しており，進度に合わない場合や子どもが拒否した場合には

学校の宿題ができないこと，子どもに合った学習支援を提供するためには，個別の対

応が必要になることが語られた【学習方法を工夫する】。また，学習に限らず，不登

校の子どもに対する進路支援も行われていた。進路支援に関しては「学校が全然動い

てくれなくて，結局こちらでほとんど進学支援を行っているケースもあります。」

「（居場所でできるのは）それこそ学校を一緒に調べてあげるとか，そういうレベル

ですかね。」という語りに見られるように，事業者は，学校主体で実施するか，学校

と役割分担する必要があると考えていた《進学支援は学校との役割分担が必要》【進

路に関する支援】。体験の機会については，《課外授業（畑や外出）を取り入れる》

といった活動内容に関するものから，《必要な時には叱る》，《仲間集団の経験》と

いった子どもの成長に関するかかわりまで，さまざまな体験が語られていた【体験の

機会の提供】。 

｛事業実施｝は，自治体の公募が出てから事業委託を受けるまでに，多くの事業者が

類似事業を実施した経験を持ち，国が事業実施を公表し，自治体が事業の有益性を判

断したのちに，公募が出た際には「ぜひそれをしたいということで」応募していた

【事業実施までのプロセス】。事前に実施していた類似事業としては，母子生活支援

施設関連業務，一時保護委託，こども食堂，支援対象児童等見守り強化事業，学習支

援事業，駄菓子屋運営，子育て世帯訪問支援事業など多岐に亘り，国や自治体の事業

に加え，事業者が独自で実施している事業も見受けられた。 

【事業実施によるデメリット】については，《報われないことが多い》《事業内容を

広報しづらい》《予算以上の動きが必要になる》といったことのほか，「やっぱりこ

ちらがいろいろ関わることで，保護者さんはもうこっちが関わってくださるというの

で頼りきりになって，その分お母さんの頑張りが，『もうちょっと頑張ってもらった

らもっといいな』という部分は見えたりする」という語りに見られるように，支援を

提供することで，子どものケアが事業者に任せきりになる場合があることが語られ

た。一方，【事業実施のメリット】については，事業への予算がついていること，行

政との連携がしやすくなること，といったメリットのほか，《次の場所（学校や FS

等）にステップアップできる》《子どもの自己肯定感が育つ》《進学の機会を得る・

教育を継続できる子どもがふえる》《ヤングケアラーの子どもが自分の時間を楽しめ

るようになる》《生活スキルを身につけられる（手洗い，靴を並べるなど）》といっ

た子どもの発達・成長に関すること，《こども食堂に来ていた子どもが事業対象であ

った事を知る》《こども食堂に来ない子どもに支援が届く》といった子どもへの支援
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の届きやすさ，《保護者の SOSをキャッチしやすい》《保護者のレスパイトになる》

《保護者との関係性を築きやすい》といった既存の事業では支援が届きにくい保護者

への支援の届きやすさ，が語られた。 

｛学校連携｝は，すべての事業者が行なっていた。支援開始前から自治体 SWを通し

て学校に子どもや家庭の状況について確認し，支援開始後は SSWや管理職，担任と直

接事業について話をしたり，情報共有したりしていた。また，要対協やケース会議に

参加したり，子どもが登校する機会を奪わないように居場所の利用日数を調整したり

する事業者も見受けられた【学校と連携する努力】。一方で，学校連携は管理職の方

針・理解に左右されやすい，校長会で事業について説明したが教職員内で十分に周知

されていない，個人情報を理由に学校から情報共有を断られる，（学校側の）連携機

関が多いことで連携チームに参加できなくなる，事業のことを知らない SSWが多い，

といった課題も語られた【学校との連携に苦戦】。 

｛地域連携｝は，すべての事業者が行なっていた。地域活動として，共働き世帯の子

どもや家庭が利用しやすいように平日夜のこども食堂を開催する，地域のこども食堂

に参加する，といった語りが見られた《平日夜のこども食堂を共働き世帯が利用す

る》《こども食堂に手伝いに行く》。また，こども食堂の活動の枠組みの中で，施設

に寄付された洋服や制服を地域の必要な家庭に提供する活動も行われていた《洋服や

制服を提供する》【自主的なイベント・取り組みで地域とつながる】。 

自治体との連携については，自治体からのリファーにより支援導入が検討され，支

援開始前には事業所から自治体にケースについて問い合わせをすること，自治体の SW

と居場所の SWが連携し支援にあたること，自治体の SWが保護者と連絡・調整をとる

こと，といった語りが見られた【自治体からのリファーがある】。他機関連携につい

ては，必要に応じ，支援課や子ども家庭センターとの情報共有を行われていた。一方

で，教育支援センターとの連携については実施できていなかった【他機関との連

携】。 

｛職員の配置｝に関しては，「やっぱり要対協に関わる支援になってくるので，人員

を選定するのはちょっと悩みながら選定の方もさせてもらいました。」という語りに

見られるように，職員の選定やリクルートする人数の検討は，慎重に行っていた【職

員のリクルート】。専門職については，一部の事業者では，SSW経験者や心理士，栄

養士をリクルートすることで，事業の専門性を高める工夫を行っていた【専門職のリ

クルート】。 

｛事業における今後の課題｝としては，事業者間の情報交換の場がないこと【事業者

同士のつながり】，地域や学校との連携に関する課題【外部との連携】，保護者の支

援を受けることに対する抵抗感についての課題【保護者の被支援に対する抵抗】，常

勤職員や専門職の配置についての課題【職員配置に関する課題】，保護者・子どもへ

の支援に際する課題【支援におけるバウンダリーの意識】が挙げられた。【支援にお
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けるバウンダリーの意識】に関しては，保護者が支援と意識しないままに本事業の導

入が開始することで，必要な対象に支援が届きやすくなるという利点がある一方，

「そこをちゃんと説明してしまうと，利用してくれないのではないかという部分につ

ながってきてしまうんですよ。なので，そこはジレンマではないですけど，そういう

のはすごくありまして。」という語りに見られるように，限界点も指摘されていた。

また，居場所を利用する子どもが愛着の課題を抱えている場合，互いのバウンダリー

を尊重することが難しいケースもあり，そのような場合の対応も課題として挙げられ

た《子ども同士がバウンダリーを守ることが難しい場合の対処》。 

 

3.パターン３（日本財団助成あり，事業実施なし） 

・パターン３の自治体の語り 

パターン３の自治体の語りからは，3のコアカテゴリー，7のカテゴリー，40 のコ

ードが抽出された(表 7)。 
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 ｛自治体の認識｝については，【自治体の現状】として，子育て世代が多いが出生数

は減少傾向にあること，自治体や民間の取り組みにより，地域内にこども食堂や中高

生の居場所が増えていること，児童育成支援拠点事業以外の別の事業での居場所実施

があることが語られた。【自治体として重視していること】として，事業実施には至

っていないが，児童育成支援拠点事業の目的自体には共感しており，こども計画の中

にも居場所づくりを計画立てていることが語られた。 

｛事業実施｝については，いずれの自治体も児童育成支援拠点事業の実施について具

体的に検討したのちに，現時点での実施はできていないという状況であった【事業に

ついての検討】。具体的には，日本財団助成を受けている事業者との事業実施や，児

童館や困難を有する子ども・若者の居場所での事業実施を検討したが，児童館におい

ては，「ここまで（すべての児童館で）支援，サービスというのを広げる必要がある

のかどうかという観点で，児童館においては断念したというのが 1点ございま

す。」，「（事業が必要とする）専用室に（子どもが）行きたいかどうかというと，

やっぱり子ども同士で遊びたかったりするので，児童館に関しては，他の子どもたち

もいっぱいいるからということもあるんですけれども，多分，専用室じゃなくて，み

んなとの交わりを大事にするんじゃなかろうかと。」といった語りに見られるよう

に，児童館の持つ性質や利用対象とする児童と，本事業が馴染まないという理由か

ら，実施が見送られていた《児童館での事業実施を検討した》《児童館に来る子ども

は子ども同士で遊びたい思いが強い》《児童館の福祉機能は強化したがい子ども目線

で馴染むのか》《児童館での実施を断念した理由》。また，現行の事業で児童育成支

援拠点事業の対象となる児童をある程度カバーできているということも事業実施に至

らない理由として挙げられていた《現行の事業でカバーできている》《別事業で類似

事業を実施している》。日本財団の「第三の居場所」の取り組みについては，自治体

は高く評価しており，居場所が継続できるように協力する予定であることが語られた

《（日本財団の居場所）事業継続に向け自治体も協力する予定》。また，児童育成支
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援拠点事業についても，既存の活動から移行する形での実施を引き続き検討していく

予定であることが語られた《児童育成支援拠点事業に既存の取り組みをスライドさせ

たい》。 

 【事業実施によるデメリット】【事業実施によるメリット】については，児童育成

支援拠点事業を実施した場合の想定で意見を聴取した。【事業実施によるデメリッ

ト】は，財源確保，専門性の高い職員の確保，担当部署の決定，１事業者が支援でき

る人数が限られる，という事業実施に関する事項のほか，事業についてニーズ調査を

実施しづらいことが挙げられた。「児童育成支援拠点事業についても，見込みを立て

る内容にはなっているんですけれども，（本事業は）なかなかニーズ調査とかで，量

を見込むようなものでもないので」という語りに見られるように，他事業と違い見込

み量を立てる際のニーズ調査を実施しづらいという語りが見られた。【事業実施によ

るメリット】は，ハイリスク家庭・子どもへの支援の充実が可能になる，ポピュレー

ションの居場所を併設することでハイリスクの対象に支援が届きやすい，子どもや家

庭と日常的関わりを持ちながら社会に戻す方策を考えられる，といったメリットのほ

か，努力義務の事業であるため継続的支援に繋がりやすいことが挙げられた。「児童

福祉法上の努力義務の事業としての位置付けの方が，継続的な支援という意味では，

＊＊＊（自治体）としても非常にやりやすい展開になる」という語りに見られるよう

に，他事業と違い，児童育成支援拠点事業は努力義務が課せられていることで，事業

の継続性が期待できるという語りが見られた。 

｛事業における今後の課題｝については，【国への要望】として，事業利用前の体験

の機会の必要性，自治体に対する国の予算補助という考え方の適用，すなわち，民間

による柔軟で包摂的な運用を必要以上に妨げずに支援する必要性が挙げられた。一

方，【事業内容に関する課題】としては，スティグマの問題，保護者からの申請がな

ければ支援を開始できないこと，要件の厳しさが挙げられた。要件の厳しさは，具体

的には，《定員設定数（おおむね 20人）が多い》ことや《開所時間（午前中の開所）

要件が厳しい》ことが挙げられていた。 

 

・パターン３の事業者の語り 

パターン３の事業者の語りからは，12 のコアカテゴリー，31 のカテゴリー，158の

コードが抽出された(表 8)。 
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なお，パターン３の事業者は，児童育成支援拠点事業を実施していないため，送

迎，建物（居場所）づくり，食事，対象者，保護者とのかかわり，広報，学習・体

験，学校連携，地域連携，職員の配置については，日本財団助成により実施している

事業について，現状を尋ねた。事業実施，事業における今後の課題については，児童

育成支援拠点事業を実施した場合の想定を尋ねた。 

｛送迎｝は，一部の事業者のみが実施していた。保護者や子どものニーズに合わせた

送迎をする，事業所の最寄り駅までの送迎をする，等，送迎の負担を減らす工夫がな

されていた【負担を減らすための工夫】。 

｛建物（居場所）づくり｝は，法人の土地を活用し建物を立てる，地域の空き店舗を

活用しリフォームする，公共施設の建物を活用する，不動産事務所を活用する，児童

センターを活用する等，事業者によりさまざまな方法が選択されていた【建物・土地

の準備】。子どもが安心できる居場所を作るために，個人のスペースが確保できる場
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を作る，広い面積を確保する，温かみにこだわる，といった工夫がされていた【安心

できる居場所を作る工夫】。 

｛食事｝は，多くの事業者が提供していた。【日常の食事の工夫】として，おむすび

を無料で提供する，畑で育てた野菜を使う，地域や企業からの寄付食材を活用する，

お弁当を配布する，といった工夫が見られた。《おむすびを無料で提供》《畑で育て

た野菜を使う》《地域や企業からの寄付の食材を夕食に活用》《夕食はお弁当を配

布》。また，以前は食事を提供していたが，予算の都合で提供できなくなった事業者

が１件あった。 

｛対象者｝は，経済的困難を抱えている，要対協，多子世帯，ひとり親家庭のほか，

潜在的にニーズを抱えている，保護者が精神疾患を抱えている，保護者が共働きで夕

方に子どもが一人になる家庭が居場所を利用していた【対象となる親や家庭】。事業

を利用している子どもの多くは不登校で，小学生であった。一部の事業者は，未就学

児や中学生，高校生を利用対象としていた。そのほか，外国籍，発達の遅れや障害，

虐待を受けている可能性がある，学校適応が難しい，潜在的にニーズを抱えている，

学童4をやめている，等の特徴が挙げられた。【対象となる子ども】。 

｛保護者とのかかわり｝は，事業者によっては，利用開始前の面接と，利用開始後の

定期的な面接が実施されていた【面接の実施】。【送迎時の関わり】を重視している

事業者も多く，送迎を実施している場合には，送迎の時間を保護者との日常的な情報

共有の場として活用していた。送迎を実施していない場合には，事業者から保護者に

事業所までのお迎えを依頼しているケースも見られた《未就学児は保護者が送迎す

る》《保護者にお迎えをお願いする》。多くの事業者が，子どもだけでなく保護者の

ための居場所づくりも重視しており，保護者が参加しやすいイベント開催したり，気

軽に保護者同士が語り合える場を提供したりしていた《保護者のために「大人の居場

所」を作り，悩みを共有する》《堅苦しくない保護者の居場所を作る》《保護者が参

加しやすいイベントを開催する》。そのほか，【保護者への支援に関する工夫】とし

て，子どもの同意を得てから保護者に会う，子どものいいところを見つけて伝える，

保護者に「支援されている」と思わせない支援を提供する，さりげなく居場所に招き

入れるといった工夫が挙げられた。 

｛広報｝は，不特定多数の眼に触れる広報はしないという事業者もあったが【積極的

な広報の制限】，多くの事業者が広報を実施していた。《定期的にお便りを発行す

る》などチラシ・パンフレットを活用した広報のほか，《インスタグラムを活用す

る》などインターネットを活用した広報も行っていた。 

｛学習・体験｝は多くの事業者がその機会を提供していた。学習の際はタブレットが

活用されていた。また，子どもの理解度や学習進度にあった支援が重視されており，

 
4 放課後児童健全育成事業，放課後児童クラブのこと。 
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年齢に応じて学習時間を調整したり，遊びの中に教育的意味を作ったりする工夫が語

られた【学習方法を工夫する】。体験の機会については，日頃の活動の中では《ソー

シャルスキル・ライフスキルの学習》《自分の気持ちをアウトプットする体験》《調

理・食育体験》などが提供され，《遠足》《飛行機に乗る》《職業体験》など，普段

の生活では経験しづらい，特別な体験も提供されていた【体験の機会の提供】。 

｛事業実施｝は，児童育成支援拠点事業への移管が難しいなか，居場所事業を継続す

るために，【活動費を維持する努力】がなされていた。具体的には，自治体の別の事

業の委託を受ける，自治体独自の基金・補助金の活用を検討する，など，自治体とい

う枠の中で活動を継続する方法のほか，別の助成金を活用する，収益事業として飲食

店を運営する，企業とコラボして商品を販売し活動費を得る，など，事業者が独自で

活動費を得ることで居場所を継続できるような取り組みがなされていた。自治体に対

し，居場所の重要性を理解してもらう努力をしている事業者も多く見られた【事業を

理解してもらう努力】。具体的には，《自治体と事業に関する協議を実施》し，《自

治体職員に視察に来てもらう》ことで居場所を事業に繋げてもらう努力をしていた。

一方で，【事業を理解してもらうことの難しさ】も語られており，児童育成支援拠点

事業に対する関心が薄い自治体があること，自治体担当者に思いはあっても予算獲得

が難しいこと，自治体に類似事業があり児童育成支援拠点事業実施に至らないこと，

視察のみで子どもの実態を伝えることが難しいこと，が話されていた。児童育成支援

拠点事業が実施できた場合に生じうる【事業実施によるデメリット】については，

《対象年齢以外の子どもへの支援が難しくなる》《エリアを跨いだ利用ができなくな

る》《１事業所が担当できるケースが限られる》といった利用対象やエリアに制限が

生じることのほか，利用にあたり自治体の判断が必要になることで，保護者の心理的

ハードルが上がること《自治体と利用者の面接が必須になる》，スペース・対象者を

区切ることによりスティグマが生じやすくなる，ことが挙げられた。また，事業者が

実施している地域に向けた活動などが実施できなくなる可能性があること《現行の居

場所の活動が事業の助成対象とならない》も語られた。一方，【事業実施のメリッ

ト】については，予算額が大きい，収益事業の実施に割いていたエネルギーを子ども

への対応に向けられる，人件費を捻出できる，職員研修の充実が可能になるなど，活

動費の安定により生じるメリットのほか，学校など公的機関との連携がしやすい，団

体・活動の認知度が上がる，も挙げられた。学校など公的機関との連携のしやすさに

ついては，「あと学校とか，行政とかとも，実際に今うちも自治体とかと全然関係な

いところからつながってきた子で，実は結構重めの案件だったねというときに，自治

体が『誰ですか』みたいな。やはりなかなか共有というか，一緒に考えていってほし

いというのが難しかったりするので，事業としてちゃんと周知できるとかなりスムー

ズに，そういうケース会議もやりやすいですし」という語りに見られるように，自治
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体の事業として活動できることで，公的機関からの信用を得やすくなり連携しやすさ

に繋がることが語られた。 

｛学校連携｝は，すべての事業者が行なっていた。管理職や担任と情報共有をし，養

護教諭，SSWからケースのリファーを受けていた。学校とのつながりをつくるため

に，事業者が学校の活動や行事に参加したり，居場所を教員と子どもが話せる場とし

て提供したりしていた。また，学校教員には異動があるが，「私たちはこれまで 11

年，12 年，ここにいるので，子どものきょうだいも全部分かるんです。なので，学校

よりも案外，たくさんの情報じゃなくても，学校よりも細かい情報を私たちが持って

いる場合があったりするんですね。」という語りに見られるように，異動のない居場

所の職員であるからこそ提供できる情報があることが語られていた【学校と連携する

努力】。一方で，学校によっては，公的機関でないため連携が難しくなる，という課

題も語られた【学校との連携に苦戦】。 

｛地域連携｝は，すべての事業者が行なっていた。地域活動として，地域農家と協力

したイベントの開催や地域の行事（お祭りなど）に参加する，介護やアロマについて

学べる講座を開催する，地域の住民や企業と繋がり活動する，など，事業者が主体と

なって地域向けのイベントを開催したり，事業者が地域の活動に参加したりしていた

【自主的なイベント・取り組みで地域とつながる】。他機関連携については，「行政

拒否」の家庭と自治体を繋ぐ，自治体と情報共有しながら連携するなど，自治体と家

庭をつなぐための役割を担っていた。また，障害のある子どもを地域のサービスに繋

ぐ，など居場所を利用している子ども・家庭が必要な地域のサービスを利用できるよ

うに橋渡しする役割も担っていた。【他機関との連携】。 

｛職員の配置｝に関しては，定年退職した地域住民ボランティア，就労継続支援 B型

の職員，福祉系や教育系の大学生ボランティア，などが職員やボランティアとして採

用されていた。もと居場所の利用者が職員になった，自治体職員で団体を立ち上げ

た，という事業者もあった【職員のリクルート】。専門職については，一部の事業者

では，公認心理師や社会福祉士，保育士，児童厚生員，元教員・教員免許所有者をリ

クルートすることで，事業の専門性を高める工夫を行っていた【専門職のリクルー

ト】。 

｛事業における今後の課題｝としては，【事業の設計に関する課題】【職員配置に関

する課題】【分ける支援を行うことへの抵抗】【保護者の被支援に対する抵抗】が挙

げられた。【事業の設計に関する課題】に関しては，現在の居場所では《入浴施設が

ない》ことや送迎に必要な《駐車場を確保できない》ことが挙げられた。また，

「（児童育成支援拠点事業の）1から 8まである項目の，あの事業をやるとなった

ら，本当に社会福祉法人だったりとか，それこそ大きい法人だったり，＊＊＊（企業

名）みたいな，ああいう大きい企業でなければ」という語りに見られるように，事業

で提示されている項目全ての実施を想定した場合には，予算や職員配置の課題があ
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り，小規模団体では実施が難しいという語りがあった《大きな法人等でないと実施し

づらい》。【分ける支援を行うことへの抵抗】に関しては，現状の事業では，多くの

事業者が複数の困難を抱える子どもや「崖っぷち」にいる子どもを支援しており，児

童育成支援拠点事業実施により，対象やエリアを分けて支援を行うことへの抵抗が語

られた。【保護者の被支援に対する抵抗】については，保護者が支援を拒否する，自

治体とつながることに葛藤的である場合があり，保護者との面接等が必須になる児童

育成支援拠点事業において，こうした保護者をどのように支援に繋げていくかという

課題が語られた。 

 

(５) 考察 

 本報告では，結果で提示した語りをもとに，以下の３つの視点から考察を行う。考

察の際は，児童育成支援拠点事業ガイドライン（こども家庭庁，2024b）を一つの軸と

し，現場の実態に照らし合わせ，課題点を検討する。 

 

視点 1.児童育成支援拠点事業の実施・未実施による居場所の実態の相違 

  児童育成支援拠点事業の実施・未実施（パターン 1,2 とパターン 3の比較）によ

る，居場所の実態の相違について考察する。 

 送迎に関しては，児童育成支援拠点事業実施の事業者（パターン 1,2）は，すべて

の事業者が実施していた。事業者からは，送迎をめぐる職員数の不足や時間的余裕の

なさが語られており，負担を減らすための工夫として，送迎専門の非常勤職員の雇用

や，家庭の要望に合わせた送迎の実施などが行われていた。また，事業未実施の事業

者（パターン 3）で送迎を実施している事業者は，事業所の最寄り駅まで送迎する，

ニーズに応じて送迎する，といった工夫を行なっていた。送迎に関しては，多くの事

業者が負担感を語っていた。児童育成支援拠点事業ガイドライン（こども家庭庁，

2024b）では，事業者が「送迎時に保護者や学校関係者と直接会う」ことが留意事項と

して示されているが，送迎を必要とする子どもの数が多い場合や，職員が１人で送迎

している場合には，時間的・精神的余裕がなく，職員が保護者や関係者と話す時間を

確保することが難しい可能性がある。そのため，送迎を実施する職員を雇用するため

の人件費の確保や，負担を減らすための具体的な工夫についての事業者間の共有が必

要と考えられる。 

 食事の提供に関しては，提供を終了した１事業者（パターン 3）を除く，すべての

事業者が実施していた。児童育成支援拠点事業実施の事業者（パターン 1,2）におい

ては，夕食に加え，朝食や長期休み期間の昼食の提供，栄養士の活用，食をテーマに

したパーティの開催など，より多岐にわたる食支援が行われていた。 

学習支援の提供に関しては，事業の実施・未実施にかかわらず，すべての事業者が

実施しており，いずれの事業者も，子どもの学習進度や理解度に合わせた個別の支援
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を行なっていた。児童育成支援拠点事業実施の事業者（パターン 1,2）においては，

宿題の見守り，検定試験やプログラミングの学習，進路支援を行なっていた。宿題の

見守りや進学のためのサポートは，児童育成支援拠点事業ガイドライン（こども家庭

庁，2024b）においても具体的に記載されている事項であるが，子どもの現状によって

は宿題ができないことや，進路支援については学校との連携がなければサポートしづ

らいことが語られていた。学習支援に関しては，学校連携にも関連する事項である

が，学校教員（担任や教科担当など）と居場所の職員が連携することにより，より個

別具体的な支援が可能になると考えられる。 

学校連携に関しては，事業の実施・未実施にかかわらず，すべての事業者が実施し

ており，学校と連携する努力をしつつも，多くの事業者が連携に苦戦していることが

語られた。児童育成支援拠点事業実施の事業者（パターン 1,2）においては，事業に

ついての学校への周知が十分でなく，管理職や SSWといった連携の要である教職員が

事業を知らないことや，管理職の方針・理解の程度に連携の状況が左右されやすいこ

とが語られていた。本事業実施の際には，校長会での事業に関する周知なども行われ

ているが，事業の展開エリアが限定されていることもあり，十分な周知が難しいこと

が考えられる。また，事業未実施の事業者（パターン 3）では「公的機関でない」と

いう理由で学校連携が難しいことがある，という語りも見られた。この点に関して

は，事業者が自治体の委託事業として児童育成支援拠点事業を実施することで，学校

と連携しやすくなる可能性もあると考えられる。 

 地域連携に関しては，事業の実施・未実施にかかわらず，すべての事業者が実施し

ていた。児童育成支援拠点事業実施の事業者（パターン 1,2）においては，こども食

堂やこどもマルシェ，保護者同士の交流の場を実施していた。こども食堂は，居場所

の卒業生が集う場，ターゲットアプローチが必要になる子どもや家庭を発見する場，

洋服や制服などの物品の提供の場など，多くの機能を兼ね備えていた。事業未実施の

事業者（パターン 3）では，実施の事業者（パターン 1,2）に比べ，地域に向けた講座

や子育てひろばの開催など，より広範囲にわたる活動を実施していた。 

地域連携の中でも，他機関との連携については，事業実施の事業者パターン 1では

自治体からのケースリファーの少なさが，事業実施の事業者パターン 2ではケースリ

ファーの多さが語られていた。パターン 2では，自治体主体で事業が展開されている

ことから，自治体のリファーから支援がスタートする傾向が高いと推察される。ま

た，自治体と事業者の連携に関しては，「自治体側のコーディネーターの必要性を感

じる」という語りもあった。この点に関しては，こども家庭センターの中に連絡・調

整を担当する「他課との連携係」を配置することで対応している自治体（パターン 1,

自治体 3-D）もあり，工夫の余地があると考えられる。 

教育委員会や教育支援センターとの連携については，いずれの事業者でも実施でき

ておらず，連携が難しい状況にあると考えられる。 
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さらに，パターン 3では，事業者が「行政拒否」の家庭と自治体の繋ぎ役をしてい

る，という語りが見られた。事業未実施の事業者であるからこそ，一定程度の独立性

を保ち，自治体と家庭を繋ぐ役割を担いやすくなると考えられる。 

 居場所を利用する対象者(子ども) の特徴に関しては，事業の実施・未実施にかかわ

らず，小学生をメインターゲットにしている事業者が多く，子どもは，不登校，発達

障害などの障害，ヤングケアラー，生活リズムの乱れ（昼夜逆転），学習の遅れ，他

の居場所へのつながれなさ，一時保護の経験，などを抱えていた。一方，事業未実施

の事業者（パターン 3）においては，小学生がメインターゲットではあるものの，未

就学児から高校生まで幅広い年齢層が居場所を利用していた。子どもの特徴として

は，上記に加え，外国籍，学童を辞めた，潜在的にニーズを抱えている，学校適応が

難しい，などが含まれた。 

居場所を利用する対象者(保護者・家庭)の特徴に関しては，事業の実施・未実施に

かかわらず，ネグレクトなどで育児に苦戦している，ひとり親，生活保護を受給して

いる，要対協5，保護者が精神疾患を抱えている，などがあげられた。事業未実施の事

業者（パターン 3）においては，上記に加え，潜在的にニーズを抱えている，多子世

帯，親が共働きで夕方に子どもが 1人になる家庭，などが特徴として挙げられた。事

業実施の事業者に比べ，事業未実施の事業者は，利用対象となる子どもの年齢層や子

ども・保護者・家庭の特徴に関して，より広範囲を対象としていると考えられる。特

に「潜在的にニーズを抱えている」子どもや保護者を支援対象としていることは，事

業未実施の事業者（パターン 3）の特徴であり，このような層については，居場所を

利用していくプロセスの中で，支援の必要性が明確になっていくことが推察される。

なお，児童育成支援拠点事業ガイドライン（こども家庭庁，2024b）では，支援対象者

について「その他，事業の目的に鑑みて，市町村が関係機関からの情報により支援を

行うことが適切と判断した主に学齢期以上の児童及びその保護者」としており，必ず

しも潜在的にニーズを抱えている子どもやその保護者を支援対象とすることを妨げて

はいない。しかしながら，事業実施の事業者（パターン 2）においては，事業者が先

行して実施していたこども食堂に「1回も行ったことがない子」が児童育成支援拠点

事業の対象者として繋がった事例や，事業者が児童育成支援拠点事業を実施したこと

で，こども食堂に来ていた子どもが事業の対象となりうることを知った，という事例

が見られたことから，潜在的ニーズを抱えていたとしても，それが表面的にはわから

ない事例も存在すると考えられる。このような層を早期に発見する方策としての児童

育成支援拠点事業の活用についても，検討していく必要があると考えられる。さら

に，居場所を利用する子どもの年齢に関しては，児童育成支援拠点事業ガイドライン

（こども家庭庁，2024b）では，支援対象者は「主に学齢期以降の児童及びその保護

 
5 要保護児童対策地域協議会のこと。 
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者」とされており，主たる支援対象を小学生と言及する記載はない。事業の目的を踏

まえると，小学生のみならず，広く学齢期以降の児童に事業を行き届かせることが重

要であり，事業実施自治体・事業者（パターン 1,2）についても，ゆくゆくは年齢幅

の広がりを検討していく必要があると考えられる。 

 保護者との関わりに関しては，事業の実施・未実施にかかわらず，全ての事業者が

実施していた。実施の事業者（パターン 1,2）は支援開始前の面接や家庭訪問，見学

を実施しており，送迎時の情報共有を行なっていたが，送迎時に家から出てくること

が難しい保護者も一定数いることが語られた。保護者を支援する際の工夫として，連

絡手段に LINEや SMS（ショートメール）等のツールを活用していた。また，保護者と

の関わりの際の工夫として，保護者と関係性を構築しつつも，保護者の役割を完全に

「取り上げない」よう支援を調整することや，子どもと保護者への支援を分けて行う

必要があることが語られた。児童育成支援拠点事業ガイドライン（こども家庭庁，

2024b）では，保護者への情報提供，相談支援について「児童を通じて保護者の子育て

への支援が必要」であることが記載されている。本調査においては，事業実施事業者

（パターン 1,2）は，保護者に対する子育て支援を行なっていたが，中には，保護者

自身が精神疾患を抱えながらも必要な医療につながっていないケースや，事業者との

関わりを持つことが難しいケース，保護者と子どもへの支援を分ける必要があるケー

スなどの存在が語られていた。また，事業未実施事業者（パターン 3）においては，

保護者に「支援されている」と思わせない支援を提供することや，さりげなく居場所

に招き入れることの効果が語られていた。したがって，保護者本人への支援が必要に

なる場合の具体的対応についても，ガイドラインなどで示す必要性があると考えられ

る。 

 広報については，実施の事業者（パターン 1,2）は広報を制限していることが多

く，特に，インターネットを活用した広報に対しては慎重な姿勢を示していた。自治

体から居場所の発信を制限するよう求められていることもあった。事業未実施事業者

（パターン 3）においては，居場所の活動を積極的に広報している事業者が多くみら

れた。広報に関しては，児童育成支援拠点事業が支援対象者を絞った事業であり，利

用者がスティグマに晒されることがないように配慮する結果，実施の事業者（パター

ン 1,2）に関しては不特定多数の目にとまる可能性のある広報を制限していると推察

される。一方で，自治体（パターン 1,2）の語りで見られた通り，広報を制限するこ

とで必要な対象に事業が届かない可能性や，本事業への予算支出に対する市民からの

理解を得にくくなる可能性も考えられる。児童育成支援拠点事業ガイドライン（こど

も家庭庁，2024b）で示されているように「支援対象者が事業を利用する上で支援対象

者に対する差別や偏見 （スティグマ） にさらされることがない」よう十分に配慮す

る必要があるが，一方で，必要な対象に確実に事業が届くような広報のあり方を模索

する必要があると考えられる。 
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視点 2. 児童育成支援拠点事業に対する自治体の認識と実施・未実施に至った要因 

 児童育成支援拠点事業に関する自治体の語り（パターン 1,2,3 の比較）による，事

業に対する自治体の認識を考察する。 

事業を実施している自治体(パターン 1)は，自治体として居場所づくりや在宅支援

の取り組みの強化を重視しており，自治体のこども計画の中でも居場所づくりを計画

立てていた。自治体は，児童育成支援拠点事業を，居場所機能の強化，児童養護施設

の多機能化・高機能化，一時保護解除後の在宅支援として活用できると認識してい

た。自治体(パターン 2)は，社会福祉協議会に事業を委託しており，自治体として，

事業実施を通した社会や市民に対しての課題発信を目指していた。一方，事業未実施

の自治体(パターン 3)は，事業実施には至っていないが，児童育成支援拠点事業の目

的自体には共感しており，自治体のこども計画の中でも居場所づくりを計画立ててい

た。パターン 3の自治体はいずれも，事業実施について具体的に検討しており，日本

財団助成を受けた事業者と相談し現行の居場所での事業実施が可能か，あるいは，自

治体にある児童館や困難を有する子ども・若者の居場所での事業実施が可能かを検討

していたが，現時点での実施には至っていなかった。 

上記の通り，事業の実施・未実施にかかわらず，多くの自治体が居場所の重要性を

認識しており，取り組みを強化していると考えられる。以下，事業実施自治体の語り

（パターン 1,2）をもとに，事業実施に至った要因を，事業未実施自治体の語り（パ

ターン 3）をもとに，事業実施が見送られた要因を考察する。 

事業実施自治体(パターン 1)は，家庭支援事業の担当課や子育て支援の担当課が事

業を担当しており，複数の担当課との連絡・調整のための連携係を配置している自治

体もあった。事業実施自治体(パターン 2)は事業委託先を社会福祉協議会とすること

で，スムーズな連携を実現していた。予算については，すべての自治体担当者が予算

獲得のための努力をしていた。具体的には，予算査定において事業の必要性を理解し

てもらうために，事業効果や事業継続の必要性を自治体担当者から自治体職員全体に

伝えること，事業効果として子どもの変化を具体的に伝えるために，事業者に子ども

の成長を記録してもらうなどの協力を依頼すること，を実施していた。また，事業効

果としては，早期の子ども・家庭支援が可能になること，ひきこもりの子どもへの支

援が可能になること，などが強調されており，生活スキルの向上などの成長や変化の

様子が伝えられていた。事業未実施自治体（パターン 3）は，事業について具体的に

検討したのちに，児童館や子ども・若者の居場所での実施に関しては，居場所の持つ

性質や利用対象とする児童と児童育成支援拠点事業が馴染まないと言う理由から，実

施が見送られていた。また，現行の事業で児童育成支援拠点事業の対象となる児童へ

の支援をある程度カバーできていること，定員数や開所時間などの実施要件が厳しい

ことも見送りの理由として挙げられた。 
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上記の通り，事業実施自治体(パターン 1,2)に関しては，自治体の中で事業を担当

する部署の決定や複数の担当課との連絡・調整，委託先の事業者との連携は比較的ス

ムーズに進行していたと考えられる。予算獲得に関しては，どの自治体でも苦労があ

ることが語られたが，自治体全体に事業効果や事業継続の必要性を伝えていくことで

周囲の理解を得ることができ，事業実施へとつながったと推察される。一方，事業未

実施自治体（パターン 3）の語りからは，ターゲットアプローチの居場所を実施する

ことの難しさが明確になった。児童館やユースの居場所のようなポピュレーション向

けの居場所の中での事業実施を想定した場合，児童育成支援拠点事業の専用室（専用

のスペース）を利用することが，周囲の子どもにどのように受け取られるのか，と言

う点を懸念する声もあった。この点に関しては，パターン 3の事業者からも，分ける

支援を行うことへの抵抗が語られていた。児童育成支援拠点事業ガイドライン（こど

も家庭庁，2024b）では，施設・設備について「本事業を行う場所には，開所時間中に

児童が集まることができる専用のスペースその他支援の実施に必要な設備を設けるこ

と」とされている。これは本事業が他施設と併設して実施されることを想定した際，

最低限の養育環境を確保する観点から設けられた規定であると推察するが，ポピュレ

ーションの居場所の中で本事業を実施する際の専用のスペースの確保については，子

どもの目線に立って再検討する余地があると考えられる。また，先駆的に居場所の強

化に取り組んでいる自治体からは，現行の事業（児童館等のポピュレーションアプロ

ーチの居場所や，子どもの学習・生活支援事業，引きこもり対策推進事業等）で，児

童育成支援拠点事業の対象となりうる児童の支援をカバーできていると言う声もあっ

たことから，現行の事業と児童育成支援拠点事業の相違点については，明確化を図る

必要があると考えられる。さらに，定員数や開所時間などの要件の厳しさに関して

は，支援の質を確保する観点から言えば，要件の緩和が必ずしも有効な改善策である

とは限らないであろう。しかしながら，国が，事業実施自治体や事業者における好事

例を収集し，厳格な要件を満たすために現場で講じられている工夫などを広く紹介す

ることにより，未実施の自治体や事業者においても，事業の実施を検討する契機とな

る可能性があると考えられる。また，どの程度の要件であれば実施可能性が高まるの

か，という点について，未実施の自治体や事業者に対しヒアリングを行うことも，要

件について検討する上で有効な手段であると思われる。 

 

視点 3. 日本財団「第三の居場所」から児童育成支援拠点事業への移管について 

 まず，日本財団「第三の居場所」から児童育成支援拠点事業へ行政移管した事業者

(パターン 1)の語りから，事業移管に至った要因を検討する。 

 行政移管に関しては，日本財団の助成期間終了後も自治体事業として居場所を継続

していくために，日本財団事業の開始時から自治体に相談する，こども家庭庁から児

童育成支援拠点事業について話を聞く，など，事業者においては，事業開始後早期の



 59 

段階から事業継続に向けた取り組みがなされていた。また，行政移管の際には事業者

と自治体との綿密な話し合いが必要であり，事業者と自治体が共に力を合わせて移管

に向け努力する必要があった。事業実施までの具体的な取り組みとしては，事業者が

自治体の複数の担当課と話をし理解者を増やす，予算申請にあたり必要なデータを提

示する，などが挙げられた。以上より，行政移管に関しては日本財団「第三の居場

所」事業開始時からの自治体と事業者の協力体制の確立と，国からの事業に関するヒ

アリングの実施，自治体内での理解者を増やすこと，予算申請の根拠となるデータの

収集と提示が行われており，日本財団「第三の居場所」事業の実施と並行して，数年

スパンで準備されていると推察される。 

 次に，日本財団「第三の居場所」から児童育成支援拠点事業へ行政移管した事業者

(パターン 1)と，助成期間なく児童育成支援拠点事業を実施している事業者（パター

ン 2）の語りから，居場所の活動内容に違いが見られるかを考察する。 

パターン 1の事業者はパターン 2の事業者に比べ，ICT機器を活用した学習機会の

提供，体験の機会の提供，保護者同士が繋がれるイベントの開催が多く見られた。ICT

機器を活用した学習機会の提供については，財団助成時に購入したタブレットを用い

た学習支援が行われていることが特徴的であった。体験の機会の提供については，居

場所内での仮想通貨を用いたアルバイト体験，謎解きや調理の体験など，財団助成時

から行われていた体験活動を，事業移管後も限られた予算の中で継続して実施してい

る様子が見受けられた。体験活動や保護者を対象としたイベントについては，パター

ン 3の事業者の多くも実施している傾向にあった。したがって，日本財団「第三の居

場所」から児童育成支援拠点事業へ行政移管した場合は，財団助成時に実施されてい

た活動が継続して実施される傾向にあり，より充実した支援や活動の提供が可能にな

ると推察される。 

 

(６) 結論 

本研究では，児童育成支援拠点事業について，自治体，および，児童育成支援拠点

事業を実施している事業者に対し，実態調査を行うことを目的とした。また，類似事

業として日本財団の「第三の居場所」事業に着目し，助成を受けている事業者や助成

を受けたことがある事業者を対象に調査を実施した。パターン別に自治体・事業者ご

との分析を行うことで，児童育成支援拠点事業の実施・未実施による居場所の実態の

相違や児童育成支援拠点事業に対する自治体の認識と実施・未実施に至った要因，日

本財団「第三の居場所」から児童育成支援拠点事業への移管状況について考察した。

本研究の課題として，限られた自治体や事業者を対象としたインタビュー調査の結果

であること，児童育成支援拠点事業実施に関するメリット，デメリットについて十分

に分析できていないことが挙げられる。前者については，児童育成支援拠点事業の実

施状況について定量調査を実施すること，後者については，本調査で収集したデータ
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を再分析することや，子どもや保護者自身が事業をどのように経験し，評価している

かを調査することを通し，児童育成支援拠点事業実施に関するメリット，デメリット

について理論生成を目指すことが，今後の課題であると考えられる。 
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